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発表の概要

1. 下水道の役割拡大と技術
2. 我が国の下水道技術の特徴
3. 代表的な下水道の役割と新技術
4. 研究開発の体制と新制度
5. 世界の中で
6. 下水道ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｾﾝﾀｰ（GCUS）の活動

平成22年度 国総研講演会
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１．下水道の役割拡大と技術

2010/12/1
平成22年度 国総研講演会



役割 それを可能にした技術(例)

公衆衛生(普及) OD法､小口径管､塩ビ管､真空･圧送､

移動脱水車,多重円板脱水機

水質保全 高速ろ過(合流) ､ｵｿﾞﾝ処理

富栄養化対策 循環式硝化脱窒法､嫌気好気法

資源利用 ｺﾝﾎﾟｽﾄ、消化ｶﾞｽ発電､ｶﾞｽ精製

汚泥炭化､ﾘﾝ回収､

4
平成22年度 国総研講演会
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１．下水道の役割拡大と技術
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２．我が国の下水道技術の特徴

（我が国の下水道技術の特徴）
・省面積・省ｽﾍﾟｰｽ（地下空間利用、土地の高度利用）
・省エネルギー、省力化、自動化
・騒音対策や臭気対策等の環境対策
・脱水・焼却等の汚泥の減量化
・地震対策

（今後必要とされる技術）
・施設の更新･機能高度化「再生」
・水や汚泥の「循環」
・ｴﾈﾙｷﾞｰ等の「資源」

2010/12/1
平成22年度 国総研講演会
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平成22年度 国総研講演会

省エネルギー技術の事例

２．我が国の下水道技術の特徴
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３．代表的な下水道の役割と新技術(1)
普及

2010/12/1
平成22年度 国総研講演会

・下水道普及率 73.7％（平成21年度末）
・汚水処理普及率 88,8%（ 同上 ）
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３．代表的な下水道の役割と新技術(1)
普及

2010/12/1
平成22年度 国総研講演会

クイック配管の事例（熊本県益城町）

クイックプロジェクト採用技術

クイック配管（露出配管、簡易被覆） 
クイック配管（側溝活用） 
改良型伏越しの連続的採用 
道路線形に合わせた施工 

発生土の管きょ基礎への利用 
流動化処理土の管きょ施工への利用 

工場製作型極小規模処理施設（膜分離型（PMBR）） 
工場製作型極小規模処理施設（接触酸化型、膜分離型） 
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３．代表的な下水道の役割と新技術(2)
浸水対策

・都市浸水対策達成率 50％（平成20年度末）
・同（重点地域） 24%（平成20年度末）

平成22年度 国総研講演会
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Self-Defence自助／共助

ソフト

 

2010/12/1

ハード

３．代表的な下水道の役割と新技術(2)
浸水対策

平成22年度 国総研講演会
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３．代表的な下水道の役割と新技術(2)
浸水対策

「雨水浸透施設の整備促進に関する手引き」より
雨水浸透施設における能力残存率の考えかた

平成22年度 国総研講演会
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３．代表的な下水道の役割と新技術(3)
高度処理、処理水再利用

・高度処理人口普及率 14％（平成20年度末）
・処理水再利用率 1.4%（ 同上 ）

平成22年度 国総研講演会



132010/12/1

平成22年度 国総研講演会

３．代表的な下水道の役割と新技術(3)
高度処理、処理水再利用 A-JUMP
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３．代表的な下水道の役割と新技術(4)
汚泥資源・エネルギー利用

・下水汚泥リサイクル率 78％（平成20年度末）
・バイオマス利用率 23%（ 同上 ）

平成22年度 国総研講演会
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３．代表的な下水道の役割と新技術(4)
汚泥資源・エネルギー利用 B-DASH

平成22年度 国総研講演会

下水汚泥のエネルギー利用に関連する革新的な技術のうち、汎用
性が高く、建設コストの縮減やCO2排出量の削減が期待できる技術

について、実施設と同等規模のプラントを設置して実証を行い、ガイ
ドライン化し、全国展開します。

下水汚泥の有効利用に係る革新的技術の実証・一般化
～下水道革新的技術実証事業
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３．代表的な下水道の役割と新技術(4)
汚泥資源・エネルギー利用 B-DASH

平成22年度 国総研講演会
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４．研究開発体制と新制度

下水道の研究開発に関わる４機関

平成22年度 国総研講演会
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４．研究開発体制と新制度

A-JUMP（H21-22）
膜処理

B-DASH（H23-24予定）
汚泥のｴﾈﾙｷﾞｰ利用

公募型式
国の委員会による技術評価

実験施設
建設は国費

下水道施行令への反映

平成22年度 国総研講演会

SPIRIT21 （H14-17 ）
合流式下水道の改善

LOTUS Project（H15-20）
下水汚泥の資源化

公募形式
国の委員会による技術評価

実験施設
建設･管理費は応募企業
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５．世界の中で

グローバル時代
視点１､世界ﾆｰｽﾞ 「世界の衛生問題」解決

MDGs ：2000年 ﾖﾊﾈｽﾌﾞﾙｸﾞ・サミット合意
21世紀にあたっての国際目標 「ﾐﾚﾆｱﾑ開発目標」-2015年

世界で
「安全な水にアクセスできない人」（2割）の割合を半減
「衛生的なトイレのない人」（4割）の割合を半減

アジアが大きなｼｪｱ

平成22年度 国総研講演会



202010/12/1

５．世界の中で

日本のODA：世界のトップドナー （水分野）下水道

「技術協力」

1976年 、タイ､ﾏﾚｰｼｱへの調査団、ｴﾁｵﾋﾟｱへの専門家

本邦研修コース 下水道技術＋浸水対策、維持管理

一定の経済レベル → 都市の人口爆発と工業等発展 → 下水道投資急増

1995年 下水道分野初のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ技術協力 「タイ国下水道研修ｾﾝﾀｰ」

現在、長期専門家： 中国、ベトナム、インドネシア、インド、シリア

「資金協力」 ベトナム円借款： ﾊﾉｲ､ﾊｲﾌｫﾝ、ﾎｰﾁﾐﾝほか

平成22年度 国総研講演会
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５．世界の中で
「世界水フォーラム」 1997年ﾓﾛｯｺ、2000年ｵﾗﾝﾀﾞ
 2003年京都： 日本下水道水ﾌｫｰﾗﾑ委員会主催のｾｯｼｮﾝ

地域の発展段階に応じた衛生施設の整備を提案し、600人の聴衆

 2006年メキシコ： セッション主催、日本の技術展示
 2009年ｲｽﾀﾝﾌﾞｰﾙ： ﾌﾗﾝｽ他のｾｯｼｮﾝへﾒﾝﾊﾞｰ参加

 毎年、アジアセッション（下水道協会主催）を日本で開催
 3年毎、欧州･米国の関係協会との特別会議（次回は来年11

月に日本で）
 シンガポールで始まった水週間にも展示

一方で、日本としての一体性や国毎への戦略の必要性

平成22年度 国総研講演会
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５．世界の中で

視点２ 日本の技術･企業の海外展開

公共事業縮減、関係企業の収益悪化、ﾍﾞﾃﾗﾝ大量退職

→ 関係業界・各企業も、技術開発に難しさ
資源･ｴﾈﾙｷﾞｰなど多くを輸入に頼る日本

→ ｲﾝﾌﾗ整備をﾊﾟｯｹｰｼﾞでｱｼﾞｱ地域に。 (新成長戦略)
（ﾄｯﾌﾟｾｰﾙｽ・ﾄｰﾀﾙﾊﾟｯｹｰｼﾞ･国際標準化･ｲﾝﾌﾗﾌｧﾝﾄﾞ等）

世界の水分野：仏など巨大水ﾒｼﾞｬｰが上下水道事業運営受託
更に新興各国の企業が猛スピード展開

平成22年度 国総研講演会



日本の様々な下水道技術

膜処理､省ｴﾈ､汚泥のｴﾈﾙｷﾞｰ化､

管路更生工法､非開削工法､降雨情報ｼ
ｽﾃﾑ など

232010/12/1
平成22年度 国総研講演会

５．世界の中で



242010/12/1

６．下水道グローバルセンター

昨年4月発足 【目的】1.世界の水衛生問題等解決への貢献
2.下水道関連企業のビジネス展開支援
3.国内下水道施策への還元

６．下水道グローバルセンター（GCUS）
発足

平成22年度 国総研講演会



中国： 湖沼の富栄養化など深刻な水質汚染

一人あたり水資源量は世界平均の1/4
下水道実施381都市中､円借款59都市

北京市高碑店汚水処理場 (Q=100万m3/d)

252010/12/1
平成22年度 国総研講演会

６．下水道グローバルセンター（GCUS）
(1)中国ｸﾞﾙｰﾌﾟの活動



北京市 高碑店汚水処理場の高度処理改造への提案

厳しい国家排水基準 → 包括固定化担体法

全国指針･ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ作りへ （JICAﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして）

技術ニーズの把握 → JICA案件形成支援へ

大規模処理場の省ｴﾈ等

運転の容易な小規模処理法等

管渠整備（大都市周辺部での効率的整備）

汚泥減量化・資源化

京都大学・清華大学との連携

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙCOE「ｱｼﾞｱ･ﾒｶﾞｼﾃｨの人間安全保障工学拠点」

ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ発表等（深セン市）

262010/12/1
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６．下水道グローバルセンター（GCUS）
(1)中国ｸﾞﾙｰﾌﾟの活動



ベトナム： 大都市では円借款などで本格的な下水処理場・遮集

管など建設開始（ﾎｰﾁﾐﾝ､ﾊﾉｲ､ﾋﾞﾝｽﾞｵﾝ､ﾌｴほか）

維持管理体制・財源が大きな課題

 JICAﾎｰﾁﾐﾝ市下水管理能力開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄH21.5～H22.11 

長期･短期専門家 本邦研修など

 ﾍﾞﾄﾅﾑ下水道ｾﾐﾅｰ開催 （2010年2月2日､東京）

ﾍﾞﾄﾅﾑ建設大臣招聘､主要市幹部ほか

 現地調査 （2009年12月） ﾆｰｽﾞ把握など

 草の根支援（ハノイ＝千葉県など）との連携

272010/12/1
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６．下水道グローバルセンター（GCUS）
(2)ﾍﾞﾄﾅﾑ･ｸﾞﾙｰﾌﾟの活動
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 下水道海外ビジネス研究会発足 （2009年7月(財)下水道機構）

 下水道施設のｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄに関するｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ（ 2009年7月）

 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ国際水週間､ 上海万博への出展

2010/12/1
平成22年度 国総研講演会

６．下水道グローバルセンター（GCUS）
(3)ﾃｰﾏ別ｸﾞﾙｰﾌﾟの活動
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 ISOの重要性

WTOのTBT協定･政府調達協定 (’95-)

→国内基準は国際標準と整合必要

→ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ市場獲得には国際標準戦

略が不可欠に

2010/12/1
平成22年度 国総研講演会

６．下水道グローバルセンター（GCUS）
(3)ﾃｰﾏ別ｸﾞﾙｰﾌﾟの活動
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６．下水道グローバルセンター６．下水道グローバルセンター（GCUS）と
国際基準ISOへの取組み

平成22年度 国総研講演会

主な下水道関連ISO専門委員会（TC）

TC 名称 策定済みの国際規格

TC 224 飲料水及び下水サービスに関する
活動 – 品質基準･業務指標

ISO 24510
ISO 24511
ISO 24512

TC 138 流体輸送用プラスチック管，継手及
びバルブ類

ISO 4435
ISO 10467
ISO 8773   他 計26規格

PC 253 灌漑のための

処理廃水再利用

なし

TC 255 バイオガス なし

その他 （全施設の）アセットマネジメントの規
格、等
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６．下水道グローバルセンター６．下水道グローバルセンター（GCUS）と
国際基準ISOへの取組み

平成22年度 国総研講演会

 ISO/TC 224

飲料水及び下水サービスに関する活動 – サービス品質基準及び業務指標

・ 2007年、飲料⽔及びサービスに関する活動に係る3つの国際規
格。
- ISO 24510：ﾕｰｻﾞｰｻｰﾋﾞｽの評価及び向上に関するｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
- ISO 24511：下⽔事業のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄに関するｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
- ISO 24512：飲料⽔事業のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄに関するｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

・ 世界の上下⽔道事業者が事業運営を⾏う上での共通のｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝに。
P.I. 実施項⽬リスト) 国内規格化(JIS化)を検討中

• 次回総会（2011年秋予定）に向け、3つのWGを設置し､ 改定検討。

規格実施例
アセット・マネジメント
クライシス・マネジメント
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６．下水道グローバルセンター６．下水道グローバルセンター（GCUS）と
国際基準ISOへの取組み

平成22年度 国総研講演会

 TC 253 灌漑のための処理廃水再利用

ｲｽﾗｴﾙ提案により2010年､PC (ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ委員会)として発足

対象範囲

• 健康､環境､農業等を考慮した灌漑のための処理水利用に関する規格

• 処理プラント及びプロセスの設計は対象外

• 目的： 灌漑における処理水の利用のために必要となる性能

• 国際規格の主な項目事項(現段階)：

- 様々な利用用途のための処理水の水質基準

- 再生水の活用にあたっての、人の健康・環境への影響、表流水、地
下水、大気質、土壌の質、農作物への影響を予防または最小化する
ために取るべき手順
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６．下水道グローバルセンター６．下水道グローバルセンター（GCUS）と
国際基準ISOへの取組み

平成22年度 国総研講演会

 中国･韓国との標準化連携

○北東アジア標準協力フォーラム第9回 (H22.7.20 於:富山)
中国・韓国・日本の三国間での標準化活動の協力を推進するもの。

⇒「下水再生水の都市内利用に関する基準」等について
協力開始を日本から提案, 合意。



１．時代に応じた官民連携の技術開発が、下水
道の役割拡大に大きく貢献してきた。

２、日本の特色を活かしながら、新たな仕組みで
世界に通じる技術を作り、世界の標準に。

2010/12/1
平成22年度 国総研講演会
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